
、:短期給付の制度改正

緊急の少子化対策の一環として、予めまとまつ

た現金を用意することなく出産が行えるように、

平成21年 10月 1日より出産費等の直接支払制度

が導入されました。

― 直接支払制度とは… 一――――

この制度は組合員と医療機関等との間で、出産費等の支給申請及び受取について代理契約を

結ノぶことにより、医療機関等が出産費等の額(上限42万 円、産科医療補償制度対象外の場合は

39万 円)を限度として、保険者(共済組合)に直接支給申請し、支払いを受けるというもので、組

合員が出産費用を医療機関窓口で支払う経済的負担が軽減されました。

なお、この「直接支払制度」の適用を希望されない場合は、これまでどおり共済組合に請求していた

だければ、従前どおり組合員に対して給付が行われます。

また、医療機関によつては、「直接支払制度」に対応していないこともありますので、出産を予定さ

れている医療機関でご確認ください。

(1)｀直接支払制度 を利用 した場合

①出産費用が上限『42万円』を超える場合

「直接支払制度」を適用し、出産費用が42万を超えた場合、その超過額については組合員ご自身が医療

機関にお支払いください。

②出産費用が上限『42万円』に満たない場合

「直接支払制度」を適用し、出産費用が42万 に満たなかつた場合には、出産費等の額と直接支払に充当

された額の差額を共済組合から組合員に給付します。

★ 出産費等附加金及び出産費等の差分額(内払金)については「直接支払制度」の対象外となりますので、

共済組合に下記書類を提出し請求してください。

(提出書類)
・出産費・家族出産費等内払金支払依頼書(石川支部のホームページからダウンロードできます。)
・医療機関等が発行する出産費用の内訳を記した明細書 領収書の写し
(産科医療補償制度加入医療機関の場合、その証明となるスタンプ印のあるもの)
・医療機関等が発行する直接支払制度に係る合意文書の写し
(例:合意文書名「出産育児一時金の医療機関直接支払制度について」)

(2)直 接支払制度を利用 しなかつた場合

医療機関等窓口でかかつた費用全額支払つてください。

共済組合に下記書類を提出し、出産費等の請求を行つてください。

(提出書類)
・出産費(家族出産費)・同附加金請求書(石川支部のホームページからダウンロードできます。)
・医師又は助産師が発行した出生証明書(原本)
・医療機関等が発行する出産費用の内訳を記した明細書 領収書の写し
・医療機関等が発行する合意文書の写し
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13り 麺現墜a堕劉

法改正により、平成22年 4月 1日以降に育児休業を開始する組合員の育児休業手当金は「休業
中の支給分」に「復職6月経過後の支給分」を統合して支給することとなりました。
なお、平成22年 3月31日 までに育児体業を開始されている方については、従前どおり「休業中
の支給分」と「復職6月経過後の支給分」に分けて支給されます。

【現行】
「体業中支給分」と「復職6月経過後支給分」に分けて支給
・体業中支給分……月単位で支給

掛金の基礎となつた給料の月額×1/22×30/100× 1.25×給付日数
・復職6月経過後支給分…・―括で支給
掛金の基礎となつた給料の月額×1/22×20/100× 1.25×給付日数

【改正後】

復職6月経過後支給分を廃止し、休業中支給分に統合して月単位で支給
掛金の基礎となつた給料の月額×1/22× 50/100× 1.25× 給付日数

*現行の育児休業手当金の総支給率50%に ついては、平成22年 3月 31日までの
適用とされていましたが、「当分の間」継続されることになりました。

《現在の支給方法》 育休開始 1歳     1歳 6か月

赫 育児体業手当金(6月経過後支給分)
【支給率30%】 【支給率20%】

《改正後の支給方法》

育児休業手当金

育 r稚 中

支給

「

了日

「昌馘 ち要戸

:  」
【支給率50%】

育児体業を取得される方は、共済組合へ申し出ることによつて、育児体業初日の属する月から育児体業
を終了する日(若しくは当該育児休業に係る子が3歳に達する日)の翌日の属する月の前月までの掛金が免
除されます。

また、3歳未満の子を養育する組合員が、育児部分体業又は育児短時間勤務を取得したことにより、給料
が減額された場合は、河額となつた給料に係る長期掛金のみが免除されます。
(※掛金を免除しても、将来受け取る年金額に影響はありません。)
▼掛金免除の申し出方法

○提出書類 :『育児休業等掛金免除・育児部分休業等掛金免除申出書』
(※上記『申出書』は、石川支部のホームページからダウンロー ドできます。)

○提出時期 :育児体業初日の属する月
(ただし、申し出日・所属所長証明日は育児体業初日以降の日を記入ください)

※育児休業期間に変更(延長・短縮)があつた場合には、『育児休業等掛金免除変更・育児部分休業等掛金免
除変更申出書』を速やかに提出してください。
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